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本日お話すること
第１　無期転換ルール
　１　具体的事例
　２　ポイント
　３　その他　

第２　定年後の再雇用
　１　具体的事例
　２　ポイント
　３　その他
第３　労働者派遣法改正の概要
１　具体的事例
２　ポイント
３　その他
第４　働き方改革
１　昨今の働き方改革の流れ
２　基本的な方向性は？
３　視点
４　現状の把握
５　未払残業代問題
６　よくある誤解
７　モデル事例

第５　さいごに
第１　無期転換ルール
　１　具体的事例
　２　ポイント
　　原則

　　　平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約が，（　）年を超えて，
　　反復更新された場合，労働者に無期転換申込権が発生する。
　　例外
クーリング期間あり
（契約終了一定期間以上間隔をおいて再度雇用契約をした場合）
一定の立場の人には例外アリ
　　　　（高度専門職・継続雇用の高齢者は例外アリ）
　３　その他
第２　定年後再雇用
　１　具体的事例
　２　ポイント
　（１）　定年（　　）歳未満は無効！！
　（２）　高年齢者雇用確保措置とは？

（３）　違反すると？

　３　その他
第３　労働者派遣法改正の概要
　１　具体的事例
　２　ポイント
　（１）（　　）単位の期間制限　　　　（　）年　　　　　　単位は「　」
　（２）（　　　）単位の期間制限　　　（　　　　）手続

　（３）すべて「　　」制に移行
（４）労働契約申込み（　　　）制度
　３　その他
第４　働き方改革
　１　昨今の働き方改革の流れ
　　　「働き方改革」（首相官邸ＨＰから引用）
・一億総活躍社会実現に向けた最大のチャレンジ。多様な働き方を可能とするとともに、中間層の厚みを増しつつ、格差の固定化を回避し、成長と分配の好循環を実現するため、働く人の立場・視点で取り組む
・働く人の視点に立って，労働制度の抜本的改革を行い，企業文化や風土も含めて変えようとするもの
・労働生産性を改善するための最良の手段。生産性向上の成果を働く人に分配することで，賃金の上昇，需要の拡大を通じた成長を図る「成長と分配の好循環が構築される」
（http://www.kantei.go.jp/jp/headline/ichiokusoukatsuyaku/hatarakikata.html）
　２　基本的な方向性は？
　　　・

　　　・
　３　視点

　　　経営陣と社員が一丸となって取り組むためには？
　　　取り組む（　　　　　）と，取り組まない（　　　　　）を考える
　（　　）と（　　）→（　　）と（　　）
　４　現状の把握
　　　厚生労働省に寄せられる相談
　　　年間（　　　）万件の相談が寄せられる
　　　相談数の多いテーマ

　　　　１位　→　（　　　　　　）
　　　　２位　→　（　　　　　　）
　　　　３位　→　（　　　　　　）
　５　未払残業代問題
　　　●典型例　→　紙芝居
　　
　　　●リスク　
①金額が高額になる可能性
　　　　　②利息が（　　　）％もしくは（　　　）％
　　　　　③残業代金額と同額の付加金というペナルティの支払いの可能性
　　　●対策
　　①（　　　　　　　）を把握
　　　　　②（　　　　　　　）が適用できないか調べる
　　　　　③（　　　　　　　　　　　　　　　）を試してみる
　　　　　パソコン強制シャットダウン時刻，
ノー残業デーのノウハウを通常日に活かす，
　　　　　残業許可制，明示の残業禁止命令，多能工制，複数担当制，
　　　　　マニュアル作り，ジョブローテーション，
コンサルティング手法（ECRS・３S・５S・QCサークル）
　６　よくある誤解
	①就業規則で残業代はつかないと明記しておけばよい？
→残業代は法律で強制されるため，
就業規則で明記しても払わないわけにはいきません。
②部長には残業代は払わなくてよい？
→部長などの役職名で決まるのではなく、「管理監督者」という法律が認めた一定の立場の者であるという条件が必要で、なかなか認められません。また、深夜時間の割増賃金は、管理監督者でも払わなければなりません。
③残業代を固定額で支払ってよい？
→ケースによっては無効になる可能性があります
（実際、裁判で無効とされているケースは多いです。）。
④従業員が勝手にサービス残業をしているので、残業代はつかない？
→会社も黙認していた等の理由で、
残業代を払わなければならない可能性があります。
⑤年俸制なので残業代は払わなくてよい？
→年俸制というのは給与を年間の金額で定めているに過ぎませんので、
残業代はつかないという約束をしても無効です。
⑥試用期間中の本採用拒否は簡単にできる？
→実際にはハードルが高いです。
⑦アルバイトには有給はない？
→アルバイトでも有給はあります。
⑧解雇予告手当金（平均賃金３０日分）を支払えば解雇できる？
→できません。別途、解雇をするしっかりとした理由がなければなりません。
　不当解雇をしてしまった場合の会社のリスクは甚大です。
⑨従業員が過労で倒れた場合，どのようなリスクがある？
→ケースにもよりますが，事業主は，従業員の安全に配慮する義務がありますので，この義務に違反したという理由で，損害賠償を請求されるリスクがあります。
　さらに，これが労災になる可能性や，別途，未払いの残業代があれば，それも，請求されるリスクがあります。




７　モデル事例
　　モデル事例：寿栄会さまのケース

第５　さいごに
　１　弁護士より（　　　　）が大事
　２（　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　⇒さらに良い情報に巡りあえる
	所属
　東京弁護士会：労働法制特別委員会
　東京都中小企業診断士協会：労務管理研究会・人財開発研究会
〒１０２－００８３　東京都千代田区麹町２－１０－３－３階
ＴＥＬ　０３－４４０５－６３２１（直通）　ＦＡＸ　０３－５２１３－４５６９（直通）
青葉法律事務所
　弁護士　中小企業診断士　　　　藤　　堂　　武　　久
　         todo@aoba-law-office.net
　　　　　　　　公式ホームページ　http://todotakehisa.sub.jp
　　　　　　　　ブログ「簡単事業計画書」　https://todotakehisa.themedia.jp/
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